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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　真空処理装置において、
　真空排気可能な真空容器と、
　前記真空容器内に設けられ、鉛直下方に向く基板吸着面を有し、基板を静電吸着する静
電吸着機構を備える基板ホルダと、
　前記真空容器内に設けられ、前記基板と前記基板吸着面に吸着可能な姿勢で前記基板を
支持する基板支持部材と、
　前記基板支持部材に支持される前記基板及び前記基板ホルダのうち少なくとも一方を移
動させ、前記基板と前記基板ホルダとを接触させることで前記基板を前記基板ホルダに吸
着させる移動手段と、
　前記真空容器内に設けられ、前記基板の処理空間と前記真空容器の内壁側の空間とを隔
てるものであって、前記処理空間と前記内壁側の空間とを連通する開口が形成されたシー
ルドと、
　前記真空容器外に設けられ、前記移動手段により前記基板を吸着させた後、前記基板を
吸着させた位置から前記シールドの前記開口を通って前記内壁側の空間へ、前記基板支持
部材を退避させるための基板支持部材駆動手段と、
　を備えることを特徴とする真空処理装置。
【請求項２】
　前記基板支持部材は、前記基板ホルダに対して前記基板を平行に支持するものであるこ



(2) JP 4603099 B2 2010.12.22

10

20

30

40

50

とを特徴とする請求項１に記載の真空処理装置。
【請求項３】
　前記基板ホルダに内蔵される温度調整機構と、
　コントローラと、を更に備え、
　前記温度調整機構が前記基板吸着面の温度を調整し、
　前記コントローラが、前記静電吸着機構と、前記温度調整機構と、前記移動手段とを制
御し、前記温度調整機構を作動させた状態で、前記基板支持機構に支持される前記基板と
前記基板ホルダとを接近させ、前記基板と前記基板ホルダとが接近している状態で所定時
間経過するまで前記静電吸着機構の動作を待機させ、前記所定時間経過後、前記基板吸着
面に前記基板を接触させた状態で前記静電吸着機構を作動させることを特徴とする請求項
１または２に記載の真空処理装置。
【請求項４】
プロセス中に前記基板を保持する基板保持力が低下した場合に、前記基板支持部材を前記
基板ホルダの下方位置へと配置させる構成としたことを特徴とする請求項１乃至３のいず
れか１項に記載の真空処理装置。
【請求項５】
　前記基板支持部材が退避位置にある場合に、前記基板ホルダの下方位置の方向に付勢し
続ける付勢部材を備え、前記プロセス中に前記基板保持力が低下した場合に、前記付勢部
材の付勢力により前記基板支持部材を前記基板ホルダの下方位置へ移動させることを特徴
とする請求項４に記載の真空処理装置。
【請求項６】
　真空排気可能な真空容器内に設けられ、基板吸着面を有し、基板を静電吸着する静電吸
着機構を備える基板ホルダを用い、前記基板ホルダに前記基板を静電吸着させた状態で真
空処理を行う真空処理方法において、
　前記真空容器内に設けられた、前記基板の処理空間と前記真空容器の内壁側の空間とを
隔てるシールドの開口を通って、基板搬送機構によって前記基板を搬送する工程と、
　前記基板吸着面に吸着可能な姿勢で前記基板を支持する基板支持部材に基板を受け渡す
工程と、
　前記基板支持部材によって支持された状態で前記基板と前記基板吸着面とを接触させる
工程と、
　前記基板と前記基板吸着面とが接触している状態で前記静電吸着機構を作動させて前記
基板を静電吸着させる工程と、
前記基板を吸着させた後、前記基板を吸着させた位置から前記シールドの前記開口を通っ
て前記内壁側の空間へ、前記基板支持部材を退避させるための基板支持部材駆動工程と、
　を有することを特徴とする真空処理方法。
【請求項７】
　基板を静電吸着する静電吸着機構を備え鉛直下方に向く基板吸着面を有する基板ホルダ
が真空排気可能な真空容器内に設けられ、前記基板ホルダに前記基板を静電吸着させた状
態で真空処理を行う真空処理装置を用いた電子デバイスの製造方法において、
　前記真空容器内に設けられた、前記基板の処理空間と前記真空容器の内壁側の空間とを
隔てるシールドの開口を通って、基板搬送機構によって基板を搬送する工程と、
　前記基板吸着面に吸着可能な姿勢で前記基板を支持する基板支持部材に基板を受け渡す
工程と、
　前記基板支持部材によって支持した状態で前記基板と前記基板吸着面とを接触させる工
程と、
　前記基板と前記基板吸着面とが接触している状態で前記静電吸着機構を作動させて前記
基板を静電吸着させる工程と、
　静電吸着された前記基板に対して真空処理を行う工程と、
前記基板を吸着させた後、前記基板を吸着させた位置から前記シールドの前記開口を通っ
て前記内壁側の空間へ、前記基板支持部材を退避させるための基板支持部材駆動工程と、
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　を有することを特徴とする電子デバイスの製造方法。
【請求項８】
　前記基板支持部材駆動手段は、前記基板と平行な方向に前記基板支持部材を駆動し、
　前記基板支持部材は、前記基板を前記基板ホルダに吸着させる際に、前記基板支持部材
駆動手段により前記シールドの開口を通って前記基板ホルダの下方まで駆動され、前記基
板の周囲から３点以上で当該基板を支持することを特徴とする請求項１または２に記載の
真空処理装置。
【請求項９】
　前記移動手段は、前記基板ホルダを前記基板に対して垂直な方向に駆動させることが可
能であることを特徴とする請求項８に記載の真空処理装置。
【請求項１０】
　前記基板ホルダに対向する放電用のカソード部を設けたことを特徴とする請求項８に記
載の真空処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は静電吸着を用いて処理対象物を吸着する真空処理装置内において、堆積膜の品
質向上を実現するための真空処理装置、並びにこの真空処理装置を用いた真空処理方法及
び電子デバイスの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　基板処理装置において、処理する基板表面を鉛直下方側に向けて基板ホルダへ設置し、
基板処理を行なう装置を、フェイスダウン型真空処理装置という。基板処理面を鉛直上方
に向け処理を行なうフェイスアップ型と比較して、フェイスダウン型の真空処理装置は基
板表面へ落下してくる異物（パーティクル）が少ない等の利点がある。ただしフェイスダ
ウン型の真空処理装置においては、基板ホルダへ基板を設置する場合に重力で落下しない
ように、基板を基板ホルダが有する基板設置面に固定する必要がある。
【０００３】
　ここで基板を固定する方法としては、基板の周囲を押さえてクランプする方法がある。
別法として、基板ホルダの中に電極を設けておいて、この電極へ直流電圧を印加すること
で基板を基板設置面へ静電吸着（ＥＳＣ；Ｅｌｅｃｔｒｏｓｔａｔｉｃ　Ｃｈｕｃｋ）す
る方法がある（例えば、特許文献１～３参照）。
【０００４】
　上記の基板固定方法のうち静電吸着法は、クランプ法に比べて基板の温度制御性がよく
、クランプするための基板の周囲を押さえる部品の影が存在しないため、真空処理する際
に基板周辺までより均一に処理できる等の利点がある。
【０００５】
　ところでフェイスダウン型真空処理装置において基板を処理する場合、従来は、静電吸
着ホルダへ吸着時の搬送を、次の工程（１）～（３）に沿って行っていた。
（１）搬送チャンバに設けた搬送ロボットの搬送アーム先端に処理前基板を載置し、搬送
チャンバから基板処理チャンバ内に基板を搬送し、そのまま基板を静電吸着ホルダの鉛直
下まで水平移動させる工程。
（２）工程（１）の後、静電吸着ホルダと基板とが接触する位置まで搬送アームもしくは
静電吸着ホルダを鉛直下方方向に移動させる工程。
（３）静電吸着用の電力の供給により静電吸着ホルダに基板を吸着させる工程。
【０００６】
　ところが搬送アームは伸長すると自重で重力方向に働く慣性モーメントにより水平を保
てずしなり曲がることにより、搬送アームに載置された基板と静電吸着ホルダとの位置関
係が水平ではなくなる。ここで基板を静電吸着ホルダに吸着する際に、基板と静電吸着ホ
ルダとが水平に接触していない（点接触）状態で給電すると、基板全面に静電吸着力が作



(4) JP 4603099 B2 2010.12.22

10

20

30

40

50

用せず吸着エラーが起こってしまう。そこでこの吸着エラーを防ぐために搬送アーム先端
の基板載置部にバネ構造が用いられていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】
特開平３－５４８４５号公報
【特許文献２】
特開平５－３４３５０７号公報
【特許文献３】
特開２００１－２９８０７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、搬送アーム先端の基板載置部に用いる複雑なバネ構造物は、パーティクルの発
生源となっていた。また真空処理装置がスパッタリング成膜装置の場合、当該バネ構造物
から発生した異物は、下方に位置するカソードのターゲット表面に付着し、異常放電を引
き起こす原因となっていた。この異常放電は、真空処理によって成膜される膜の品質に影
響を与えるものである。
課題を解決するための手段
［０００９］
　本発明は上述の問題点に鑑みてなされたものであり、フェイスダウン型の真空処理装置
において、パーティクルの発生を抑え、かつ、確実に基板を保持して処理可能な真空処理
装置及びその方法を提供することを目的とする。
［００１０］
　本発明では、搬送ロボットとは別に、基板を基板吸着面に対して平行に支持する基板支
持部材を真空容器内に設けることで、確実に平行姿勢を維持できるようにした。
［００１１］
　本発明の実施形態に係る真空処理装置は、真空排気可能な真空容器と、
　前記真空容器内に設けられ、鉛直下方に向く基板吸着面を有し、基板を静電吸着する静
電吸着機構を備える基板ホルダと、
　前記真空容器内に設けられ、前記基板と前記基板吸着面に吸着可能な姿勢で前記基板を
支持する基板支持部材と、
　前記基板支持部材に支持される前記基板及び前記基板ホルダのうち少なくとも一方を移
動させ、前記基板と前記基板ホルダとを接触させることで前記基板を前記基板ホルダに吸
着させる移動手段と、
　前記真空容器内に設けられ、前記基板の処理空間と前記真空容器の内壁側の空間とを隔
てるものであって、前記処理空間と前記内壁側の空間とを連通する開口が形成されたシー
ルドと、
　前記真空容器外に設けられ、前記移動手段により前記基板を吸着させた後、前記基板を
吸着させた位置から前記シールドの前記開口を通って前記内壁側の空間へ、前記基板支持
部材を退避させるための基板支持部材駆動手段と、
　を備えることを特徴とする。
発明の効果
［００１２］
　本発明によれば、ターゲット上に落下する異物（パーティクル）の発生を抑え、処理中
に確実に基板を保持することができる。
【図面の簡単な説明】
［００１３］
　添付図面は明細書に含まれ、その一部を構成し、本発明の実施の形態を示し、その記述
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を共に本発明の原理を説明するために用いられる。
［図１］第１の実施形態の真空処理装置の構成を例示する図である。
［図２］第１の実施形態の真空処理装置が備えている基板処理チャンバ２１を中心とした
構成例を示す図である。
［図３Ａ］基板支持部材１０ａの形状を例示する平面概略図である。
［図３Ｂ］基板支持部材１０ａの形状を例示する平面概略図である。
［図３Ｃ］基板支持部材１０ａの形状を例示する平面概略図である。
【図４Ａ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｂ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｃ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｄ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｅ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｆ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図４Ｇ】基板１５の搬入方法を説明する図である。
【図５】第１の実施形態に係る真空処理装置を用いた場合と、従来の装置を用いた場合と
の効果を示した図である。
【図６】第２の実施形態に係る真空処理装置のコントローラの動作を示すフローチャート
である。
【図７】第３の実施形態に係る真空処理装置の構成を例示する図である。
【図８】第３の実施形態に係る真空処理装置による落下防止動作を示す図である。
【図９】第４の実施形態に係る真空処理装置による落下防止動作を説明するためのフロー
チャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。ただし、この実施形態に記載されて
いる構成要素はあくまで例示であり、本発明の技術的範囲は、請求の範囲によって確定さ
れるのであって、以下の個別の実施形態によって限定されるわけではない。
【００１５】
　本発明の実施形態に係る真空処理装置１は、真空容器２と、基板ホルダ３と、基板支持
部材１０ａと、基板１５を基板ホルダ３に吸着させる移動機構と、を備えることを特徴と
する。
【００１６】
　本発明の実施形態に係る真空処理装置１において、真空容器２は真空排気可能な容器で
ある。
【００１７】
　本発明の実施形態に係る真空処理装置１において、基板ホルダ３は、真空容器２内に設
けられ、鉛直下方に向く基板吸着面５ａを有し、基板１５を静電吸着する静電吸着機構を
備えている。
【００１８】
　本発明の実施形態に係る真空処理装置１において、基板支持部材１０ａは、真空容器２
内に設けられ、基板１５と基板ホルダ３が有する基板吸着面５ａとを平行に保ち、基板吸
着面５ａに吸着可能な姿勢で基板１５を支持する部材である。
【００１９】
　本発明の実施形態に係る真空処理装置１において、移動機構は上記基板支持部材１０ａ
に支持される基板１５及び基板ホルダ３の少なくとも一方を移動させ、互いに接触させる
ことで基板１５を基板ホルダ３に吸着させる手段として機能する。
【００２０】
　以下、本発明に係る真空処理装置１及びこれを用いた真空処理方法の実施の形態を図面
を参照して詳細に説明する。
【００２１】
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　（第１の実施形態）
　図１は、本発明の真空処理装置１における第１の実施形態の構成を示す概略図である。
図１に示すように、本実施の形態の真空処理装置１は、真空排気系（不図示）に接続され
て真空排気可能な複数のチャンバ（真空容器）が、真空排気可能な搬送チャンバ２２にゲ
ートバルブ２３を介して接続されて構成される。ここで搬送チャンバ２２に接続されるチ
ャンバとは、例えば、基板１５を真空処理装置１へ導入するロードロックチャンバ２４、
基板１５を真空処理する基板処理チャンバ２１、処理後の基板１５を回収するアンロード
ロックチャンバ２５がある。図１の真空処理装置１は、基板処理チャンバ２１が４基、ロ
ードロックチャンバ２４が１基、アンロードロックチャンバ２５が１基それぞれ備わって
いるが、本発明の実施形態はこれに限定されるものではない。
【００２２】
　また搬送チャンバ２２には、基板搬送機構である搬送ロボット１４が設けられ、各チャ
ンバに基板１５を搬送することができる。
【００２３】
　図２は、図１の真空処理装置１が備えている基板処理チャンバ２１を中心とした構成を
示す概略図である。
【００２４】
　図２に示す構成において、基板ホルダ３は、静電吸着ホルダ５を有している。また本実
施形態の場合は、静電吸着ホルダ５の鉛直下方側の面（基板吸着面５ａ）が基板１５の面
と平行になっている。
【００２５】
　静電吸着ホルダ５は、誘電材料から形成され、複数（本実施の形態の場合は２つ）の静
電吸着電極６及び７が内部に設けられている。ここで、各静電吸着電極６及び７は、静電
吸着用直流電源（ＥＳＣ用直流電源）１２に接続され、各静電吸着電極６及び７に対して
電圧差を生じるように電圧が印加されるようにＥＳＣ用直流電源１２を制御するコントロ
ーラを備えている。
【００２６】
　基板ホルダ３は、上下に駆動する移動機構（不図示）に接続され、上下に移動可能にな
っている。
【００２７】
　ターゲット８は真空容器２内部の下方部にあり、上方の基板ホルダ３の静電吸着ホルダ
５に対し平行位置に対向した状態で配置される。
【００２８】
　ターゲット８にはＤＣ電源１１が接続され、ＤＣ電源１１からターゲット８に所定の電
圧が印加される。即ち、ターゲット８はカソード部を構成している。尚、ターゲット８に
接続される電源はＤＣ電源に限定されるものではなく、例えば、周波数１３．５６ＭＨｚ
等のＲＦ電源であってもよい。
【００２９】
　さらに、ターゲット８の背部には、磁石ユニット９が配置されている。磁石ユニット９
によって、ターゲット８の表面上に特定の磁界分布が形成される。
【００３０】
　尚、磁石ユニット９に使用される磁石は、電磁石、永久磁石等が用いられる。これらの
磁石を複数種組み合わせたものでもよい。
【００３１】
　ターゲット８を用いてスパッタリング成膜を行う時には、ＤＣ電源１２と磁石ユニット
９により、必要なターゲット８を所定電圧に保持し、ターゲット８の表面上に所定の磁界
分布を形成する。これにより、低圧力で放電し、スパッタリングを行うことができる。
【００３２】
　基板処理チャンバ２１の内部には、シールド１３が設けられている。シールド１３は、
基板ホルダ３に載置された基板１５上へのスパッタリングによる成膜中、基板処理チャン
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バ２１の内壁に膜が付着するのを防止するために設けられる。本実施形態では、シールド
１３は、基板ホルダ３とターゲット８との間の放電空間を取り囲む形状（例えば、略円筒
状）であるが、放電空間内に基板１５を搬送するための開口部（不図示）が形成されてい
る。
【００３３】
　基板ホルダ３とターゲット８の間には、基板支持機構１０がある。基板支持機構１０は
、基板１５を載せることが可能な基板支持部材１０ａを備え、基板吸着面５ａに基板１５
が吸着可能な姿勢で支持する構造となっている。具体的には、図２に示すように、基板吸
着面５ａに対して基板１５を平行に支持可能な構造となっている。本実施形態では基板１
５を載置した状態にしたときに基板１５が水平となるような構造となっている。また、基
板支持機構１０は、基板処理チャンバ２１の外に備えられたエアシリンダ（不図示）等の
駆動部１０ｂを備え、この駆動部１０ｂにより基板支持部材１０ａをシールド１３の外側
に移動可能な構成となっている。尚、図２において、案内部材１０ｅは、基板処理チャン
バ２１に固定され、基板支持部材１０ａが水平に移動するように案内する。ベローズ１０
ｄは基板処理チャンバ２１の真空状態を保つ。
【００３４】
　図３Ａ－Ｃは、基板支持部材１０ａの形状を示す平面図である。
【００３５】
　本実施形態では、図２に示すように、基板支持機構１０が放電空間を挟んで両側に１対
設けられている。このことから、図３Ａに示すように、各基板支持機構１０の基板支持部
材１０ａが少なくとも離れた２点で基板１５と接触することが可能な形状となっており、
各接触位置で支持高さが揃うよう凸状の接触部１０ｃを設けている。基板支持部材１０ａ
はＳＵＳやアルミニウム合金等の材料で形成され、自重により先端がしなったりすること
のないような剛性を有するように設計される。また、接触部１０ｃはＳＵＳで形成されて
いてもよいが、例えば、石英、アルミナ等のセラミックスを用いてもよい。石英やアルミ
ナを用いると、基板１５へのコンタミネーションの影響を抑えることができる。
【００３６】
　尚、基板支持部材は、図３Ｂに示すように、片側のみ、即ち、１つとすることもでき、
１つの基板支持部材１０ａにより基板を少なくとも離れた３点で支持できるように接触部
１０ｃを設けるのが好ましい。また、基板支持部材１０ａを３つ以上配置してもよい。例
えば、図３Ｃに示すように基板支持部材１０ａを３つ配置してもよい。この場合、各基板
支持部材１０ａに、接触部１０ｃを少なくとも１箇所設ける。ここで、基板支持部材１０
ａが長い場合には、たとえ剛性を持たせた設計を行っても自重で少なからずしなってしま
う。これを考慮すると、図３Ａや図３Ｃのように複数の基板支持部材を基板中心に対して
対称に配置した方がどの基板支持部材１０ａも同じしなり量となり、基板１５を水平に支
持することができる。
【００３７】
　次に、基板１５を搬送するプロセスについて説明する。
【００３８】
　図４Ａ－Ｇは、基板１５の搬入方法を説明する図である。尚、図４Ａで示される基板支
持機構１０、基板ホルダ３の移動機構（不図示）、図２に示されるＥＳＣ用直流電源１２
及び電源１１は、コントローラからの信号に基づいて制御される。また、基板１５の搬入
はコントローラにおけるプログラムの実行により制御される。なお、コントローラは、一
般的なコンピュータ等を備えて構成される。
【００３９】
　以下、コントローラの制御を中心に基板１５の搬入方法について説明する。
【００４０】
　図４Ａに示すように、搬送ロボット１４のエンドエフェクタ１４ａ上に基板１５を載せ
、基板ホルダ３の鉛直下方へ移動させる。
【００４１】
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　次に、エンドエフェクタ１４ａを下降させ、図４Ｂに示すように基板支持部材１０ａへ
基板１５を載置する。
【００４２】
　その後、図４Ｃに示すようにエンドエフェクタ１４ａを基板処理チャンバ２１の内部か
ら退避させる。
【００４３】
　次に、基板ホルダ３を基板１５の上方より鉛直下降させ、図４Ｄに示すように基板ホル
ダ３が備える静電吸着ホルダ５と基板１５とが接触する直前の位置まで移動させる。
【００４４】
　次に、基板ホルダ３をさらに基板１５の上方より鉛直下降させ、図４Ｅに示すように静
電吸着ホルダ５が基板１５と接触する位置まで移動させる。
【００４５】
　そして静電吸着電極６及び７に対して電圧差を生じるように電圧を印加する。これによ
り、基板１５は基板ホルダ３が備える静電吸着ホルダ５へ吸着される。
【００４６】
　次に、基板ホルダ３を上昇させ、図４Ｆに示すように所定の処理位置へ移動させる。
【００４７】
　次に、基板処理チャンバ２１の内部にある基板支持部材１０ａをシールド１３より外側
に移動させる。このとき基板支持部材１０ａは、図２に示される基板支持部材１０ａを移
動機構に含まれる駆動部１０ｂによって、図４Ｇに示すように、ターゲット８からのスパ
ッタリング物質が付着しない位置（基板支持部材１０ａの退避位置）へと退避させる。
【００４８】
　次に、磁石ユニット９によりターゲット８の表面上に所定の磁界分布を形成しておき、
ＤＣ電源１１からターゲット８へ直流負電圧を供給する。これにより、低圧力で放電し、
ターゲット８の表面に対して放電プラズマ中の正イオンを引き込み、ターゲット８からス
パッタ粒子をはじき出す。スパッタ粒子は基板１５へ付着し、スパッタリング成膜処理が
行なわれる。スパッタ粒子は基板１５以外の方向へも飛散するが、シールド１３によって
ブロックされ、シールド１３の外側にはほとんど飛散しない。従って基板処理チャンバ２
１の内部にはスパッタ粒子はほとんど堆積しない。
【００４９】
　尚、放電開始から成膜処理の間、ガス導入系（不図示）からガスを導入しながら、放電
圧力を適宜調整してもよい。
【００５０】
　成膜処理終了後、基板１５の導入と逆の順序で基板１５を搬出する。
【００５１】
　即ち、シールド１３より外側に移動させていた基板支持部材１０ａをシールド１３より
内側に移動させ、基板ホルダ３が備える静電吸着ホルダ５に吸着されている基板１５の鉛
直下方で停止させる（図４Ｆ）。
【００５２】
　その後、基板ホルダ３を鉛直下降させ、静電吸着ホルダ５に吸着された基板１５を、基
板支持部材１０ａに接触する位置まで移動させる（図４Ｅ）。
【００５３】
　その後、静電吸着電極６及び７への電圧の印加を停止する。これにより、基板１５が自
重で基板支持部材１０ａに移る間（図４Ｄ）をおいて、基板ホルダ３を鉛直上昇させる（
図４Ｃ）。
【００５４】
　最後に、エンドエフェクタ１４ａにて基板１５を基板処理チャンバ２１外に移動させる
（図４Ｂ、Ａ）。
【００５５】
　図５は、本発明の第１の実施形態に係る真空処理装置１を用いた場合と、従来の装置を
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用いた場合との効果をそれぞれ示したグラフである。図５のグラフにおいて、横軸は連続
して処理された基板枚数を示し、縦軸は基板の処理中に観測された基板１枚あたりの異常
放電回数を示す。尚、異常放電回数は、ターゲット上部などよりターゲット上に落下、付
着する異物（パーティクル）の数と比例関係を持つことが既に知られている。一方、異常
放電は、放電用のＤＣ電源における電圧と電流をモニターすることにより判定したもので
ある。
【００５６】
　図５のグラフより、本発明の真空処理装置１によれば、ターゲット８上に落下、付着し
た異物（パーティクル）に起因する異常放電の頻度が激減することが確認された。
【００５７】
　（第２の実施形態）
　スパッタ処理を行う際に、基板処理温度を高温にする必要がある場合、基板ホルダ３は
温度調整機構を備えてもよい。温度調整機構とは、図２に示される基板吸着面５ａの温度
を調整するものである。温度調整機構は、例えば、基板ホルダ３に内蔵されたヒータや基
板ホルダ３に液体の伝熱媒体を循環させる機構である。尚、ヒータと伝熱媒体循環機構と
は、基板ホルダ３の温度制御性を上げるために併用して使用しても構わない。
【００５８】
　また、基板処理温度を高温にする必要がある場合には、基板ホルダ３を温度調整機構に
より高温にして、基板ホルダ３からの輻射熱によって処理する基板１５を高温にするのが
好ましい。
【００５９】
　ところで、基板処理チャンバ２１の外側より搬送された基板１５は、基板ホルダ３の温
度と比べ低い温度である。
【００６０】
　予め高温にした基板ホルダ３の温度より基板１５の温度が低い状態のままで基板１５を
基板ホルダ３に設置し、静電吸着を行うと、基板１５の温度上昇に伴い基板１５は膨張す
る。ところが、このときに基板ホルダ３と基板１５との間には吸着力が働いているので、
基板ホルダ３の表面と基板１５の表面とが摩擦し、基板ホルダ３の表面あるいは基板１５
の表面、又は両方から異物（パーティクル）が発生することがある。
【００６１】
　このため、基板処理温度を高温にする必要がある場合には、基板１５が基板ホルダ３に
接近した状態で、基板１５と基板ホルダ３との位置関係を保持して、基板ホルダ３からの
輻射熱によって、あらかじめ基板１５を基板ホルダ３と同じ温度になるまで高温にするの
が望ましい。
【００６２】
　本実施形態の基板１５の搬送について図面を参照しながら説明する。図６は、第２の実
施形態におけるコントローラの制御を示すフローチャートである。基板ホルダ３や基板支
持機構１０の位置関係は図４Ａ－Ｇに示すものと同様である。
【００６３】
　まず、ステップＳ１０１において、コントローラは、基板ホルダ３の温度調整機構を動
作させ、基板１５との吸着面を所望の温度に調整する。次に、ステップＳ１０２において
、搬送ロボット１４のエンドエフェクタ１４ａ上に基板１５を載せ、基板ホルダ３の鉛直
下方へ移動させる（図４Ａ）。
【００６４】
　次に、ステップＳ１０３において、エンドエフェクタ１４ａを下降させ、基板支持部材
１０ａへ基板１５を載置する（図４Ｂ）。
【００６５】
　その後、ステップＳ１０４において、エンドエフェクタ１４ａを基板処理チャンバ２１
の内部から退避させる（図４Ｃ）。
【００６６】
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　次に、ステップＳ１０５において、基板ホルダ３を基板１５の上方より鉛直下降させ、
図４Ｄに示すように基板ホルダ３の静電吸着ホルダ５が、基板１５に接触する直前の位置
まで移動させる。
【００６７】
　そして、この状態で所定時間経過するまで待機する（ステップＳ１０６）。この間に、
基板１５を静電吸着ホルダ５表面からの輻射熱を利用して加熱する。この加熱による温度
上昇に伴い基板１５は膨張するが、基板温度の上昇が飽和するのに伴い基板１５の膨張も
収束する。ステップＳ１０６において、所定時間は、例えば、基板ホルダ３の温度調整機
構により吸着面５ａを所定温度まで加熱し、基板ホルダ３を基板１５に近づけた状態にし
て、基板温度が飽和するまでの時間をあらかじめ求め、この時間を所定時間として設定す
る。
【００６８】
　所定時間の経過後（ステップＳ１０６：Ｙｅｓ）、ステップＳ１０７において、図４Ｅ
に示すように、基板ホルダ３をさらに基板１５の上方より鉛直下降させ熱膨張が収束した
基板１５と接触する位置まで移動させる。そして、ステップＳ１０８において、静電吸着
電極６及び７に対してそれぞれ電圧差を生じるように電圧を印加する。これにより、基板
１５は基板ホルダ３に備える静電吸着ホルダ５へ吸着される。尚、所定時間の経過を判定
する代わりに、基板ホルダ３の内部や静電吸着ホルダ５と基板ホルダ３との界面にサーミ
スタ等の温度センサを設けることも可能である。そして、この温度センサで検出したデー
タをコントローラに入力し、このデータに基づき基板ホルダ３と基板１５とを接触させる
タイミングを決定してもよい。タイミングを決定する判断基準としては、例えば、静電吸
着ホルダ５と基板１５との温度変化が飽和してきたかどうかで判定してもよいし、基板１
５が所定飽和温度に達したかを判定してもよい。また基板１５が所定の温度に達したかど
うかで判定してもよいし、複数の温度センサを設けて各場所の温度差が飽和したかどうか
で判定してもよい。
【００６９】
　以後のステップは上述した第１の実施形態と同様である。具体的には、ステップＳ１０
９において、基板ホルダ３を上昇させ、図４Ｆに示すように所定の処理位置へ移動させる
。その後、ステップ１１０において、基板処理チャンバ２１の外側に基板支持部材１０ａ
をシールド１３より外側に移動させ、図４Ｇに示すように、ターゲット８からのスパッタ
リング物質が付着しない位置へと基板支持部材１０ａを退避させ、成膜処理を開始する。
【００７０】
　以上に示したフローに従って基板の搬送を行うことにより、ヒーター等の温度調整機構
をさらに備える真空処理装置において、基板を高温に加熱する場合にも、良好な成膜を行
うことができる。
【００７１】
　ところで基板１５を基板ホルダ３に接近させた状態を保持しながら基板１５を加熱する
際に、基板支持部材１０ａを使用せずエンドエフェクタ１４ａに載せたまま加熱を行うと
、エンドエフェクタ１４ａも加熱されてしまう。ここでエンドエフェクタ１４ａが加熱さ
れると、その熱がロボットへ伝導することになり、ロボットの駆動系が加熱される。そう
なるとロボットが動作しなくなったり、誤作動を引き起こしたりする。そこで本発明の実
施形態に係る真空処理装置１を用いれば、エンドエフェクタ１４ａが基板ホルダ３の下に
位置する時間を短くすることができると共に、エンドエフェクタ１４ａが加熱されずに済
む。このため、上述したロボットの誤作動等を抑制することができる。
【００７２】
　また、基板１５をエンドエフェクタ１４ａに載せた状態で基板１５を加熱すると、その
間、基板１５の搬送ができないので、複数のチャンバを有する真空処理装置の場合ではス
ループットの低下をもたらしてしまう。そこで本発明の真空処理装置１のように、基板支
持部材１０ａを使用して真空処理を行うとスループットの問題も解決する。
【００７３】
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　尚、上述した第１の実施形態及び第２の実施形態ではターゲットを持つスパッタリング
装置について説明したが、本発明の適用はこれに限定されるものではない。即ち、基板の
処理面を鉛直下方に向け、静電吸着で基板ホルダに基板１５を固定した状態で処理する装
置であれば、スパッタリング以外の物理蒸着（ＰＶＤ）装置、ＣＶＤ装置、ＡＬＤ装置、
ドライエッチング装置等において、好適に適用されるものである。
【００７４】
　本発明は、例えば、次のような電子デバイスの製造に適用可能である。セラミックスタ
ーゲットを用いるスパッタ成膜では、基板以外の部材に粉末状の堆積物が生じやすく、こ
の粉末状の堆積物は、付着力が弱いためパーティクルになりやすい。例えば、ＬＣＤで用
いられるＩＴＯ（インジウム・スズの酸化物）、圧電素子や強誘電体メモリで用いられる
ＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）等がその例であり、これらの成膜において基板上の膜へ
のパーティクルの混入を抑制するのにフェイスダウン型は有効である。また、ＬＥＤやパ
ワーデバイス用ＧａＮの成膜では、Ｇａ金属をソースにＭＢＥ法やスパッタ法で成膜する
場合、Ｇａ金属の融点が２９．８℃と低いためフェイスダウン型を用いる必要がある。本
発明の基本は、フェイスダウン型の真空処理装置であって、基板上へのパーティクル混入
を抑制するものである。従って、同様の基板上へのパーティクル混入の課題を有するあら
ゆる処理装置及び電子デバイス製造に好適に適応できる。
【００７５】
　また、基板支持機構１０は基板支持部材１０ａを水平移動させる場合に限らず、例えば
、吸着時に基板支持部材１０ａを上方に移動させ、真空処理時に基板支持部材１０ａを下
方に退避させるものであってもよい。あるいは、基板支持部材１０ａを水平方向及び上下
方向に移動させるものであってもよい。但し、本実施形態のように静電吸着ホルダ５の基
板吸着面５ａに平行な方向にのみ基板支持部材１０ａの移動を行わせるのが好ましい。基
板１５の処理を妨げることなく基板支持機構１０を設置することができ、構造を簡素にで
きるので構造物の複雑化によるパーティクルの増加、シールド１３の開口径の増大による
パーティクルの増加を抑制できるからである。
【００７６】
　また、基板支持部材１０ａを基板ホルダ３の鉛直下方から退避させるのは本発明におい
て必須の構成でないが、基板処理時に退避させることで、処理物質の付着を防ぐことがで
き、コンタミネーション、パーティクルの増加を抑制できるので好ましい。
【００７７】
　また、シールド１３も、上記実施形態では基板処理空間を囲うような形状としているが
、退避させた基板支持部材１０ａを囲うような形状であってもよい。
【００７８】
　また、少なくとも基板支持部材１０ａの基板を支持する部分が真空処理室内に配される
ものであれば、基板支持部材１０ａの根元部分が真空容器２外まで延びている構造であっ
てもよい。
【００７９】
　一方、上記の第１の実施形態及び第２の実施形態では鉛直下方に向く基板吸着面５ａに
ついて説明したが、本発明の趣旨はこの例に限定されるわけではない。例えば、基板１５
が基板支持部材１０ａにより基板吸着面５ａに対して平行に支持される構成とすれば、基
板吸着面５ａは傾斜していてもよい。
【００８０】
　（第３の実施形態）
　次に、図７の概略構成図を用いて、第３の実施形態について説明する。尚、第３の実施
形態では、第１の実施形態と装置構成が共通する部分は図中同一符号で示し、説明を省略
する。
【００８１】
　第３の実施形態の真空処理装置１では、プロセス中に基板保持力（基板を保持している
力）が基板を保持するのに必要とされる力（基板荷重）より低下したときに（例えば、停
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電のとき）、基板支持部材１０ａを基板ホルダ３の下方位置へ配置させる構成とした点で
、第１の実施形態と異なる。具体的には、基板支持部材１０ａが退避位置にあるときに基
板ホルダ３の下方の移載位置へ基板支持部材１０ａを付勢し続ける付勢部材３０が設けら
れている。停電等により駆動部１０ｂの動作が停止したときに付勢部材３０の付勢力は基
板支持部材１０ａを移載位置へ移動させる構成となっている。付勢部材３０は、例えば、
弾性体（バネ又は流体など）の弾性力により基板支持部材１０ａを並進方向（退避位置か
ら移載位置に、または、移載位置から退避位置）に移動させるシリンダとして構成される
。
【００８２】
　一方、基板支持部材１０ａの駆動部１０ｂは、基板支持部材１０ａを移載位置方向へ駆
動するときはこの付勢力をそのまま利用することが可能である。また、駆動部１０ｂは、
追加の駆動力を発生させて基板支持部材１０ｂを駆動して基板支持部材１０ａを移載位置
方向へ駆動することも可能である。退避位置方向へは付勢力と同等以上の反対方向の駆動
力を発生させて基板支持部材１０ａを駆動すればよい。例えば、エアシリンダや油圧シリ
ンダによって、この駆動部１０ｂを構成する場合は、退避位置方向への駆動力のみを発生
する単動シリンダとしてもよく、退避位置方向及び移載位置方向の双方への駆動力を発生
可能な複動シリンダとして構成してもよい。
【００８３】
　なお、第３の実施形態では、付勢部材３０と駆動部１０ｂとを別体として構成している
が、付勢部材３０と駆動部１０ｂとは一体に構成してもよく、例えば、移載位置を通常の
位置（ノーマル位置）とした単動シリンダとして構成することもできる。
【００８４】
　また、第３の実施形態においては、基板ホルダ３の移動機構３３は、移載位置をノーマ
ル位置とした単動シリンダを備えて構成されており、コントローラの指令に基づいて、基
板ホルダ３を昇降させる。
【００８５】
　図８の参照により、上記構成の真空処理装置１の動作を説明する。図８の８ａは、プロ
セス中の真空処理装置１の状態を示している。この状態で、例えば、停電などにより静電
吸着電極６，７への給電が停止したとする。このとき、基板１５は、残留電荷によってし
ばらく基板ホルダ３に保持されるものの、やがて保持力を失って自重により落下する。
【００８６】
　しかし、このとき、駆動源からの駆動力の供給も停止し、基板支持部材１０ａは付勢部
材３０による付勢力によって、移載位置へ駆動される。同様に、基板ホルダ３の移動機構
３３も駆動力の供給が停止し、基板ホルダ３の荷重によって基板ホルダ３が移載位置へ下
降する。
【００８７】
　このような場合に、図８の８ｂに示すように、基板１５が落下しても基板支持部材１０
ａが受け止めることができ、基板１５及びターゲットの破損を防止できる。第３の実施形
態では、基板ホルダ３も同時に下降するため、落下距離を短くすることができ、基板の落
下をより確実に防止することができる。
【００８８】
　以上のように、プロセス中に基板保持力が基板を保持するのに必要とされる力（基板荷
重）より低下したときに、基板処理チャンバ２１内に基板支持部材１０ａを移動させるこ
とで、基板の落下を防止するための機構として機能させることができ、フェイスダウン特
有の基板の落下という問題を解決できる。基板が落下すると、落下した基板を受けるター
ゲットの交換や基板の破片等の除去のために、ラインを停止して、基板処理チャンバ２１
の内部を大気暴露の状態にする必要があるため、ライン停止と復旧に要する損害が大きく
なる。他の落下防止機構を設けることも考えられるが、成膜空間内に成膜プロセスに影響
を与えないようにして落下防止用の構造物を設けるのは難しく、また、その構造物がコン
タミネーションの原因にもなり得る。この点、本願のように基板支持部材１０ａにより落
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の落下を防止できる。
【００８９】
（第４の実施形態）
　第３の実施形態の真空処理装置に、さらに、基板の吸着不良を検出する落下防止センサ
を設け、基板保持力が基板荷重より低下していることを検出するようにしてもよい。図９
の参照により、落下防止センサが設けられた第４の実施形態にかかる真空処理装置の落下
防止動作を説明する。図９に示すように、停電のときは（図９のＡ）第３の実施形態の付
勢部材３０により、基板支持部材１０ａを落下防止位置（移載位置）に配置させるために
、真空処理装置のコントローラは以下の処理を実行する。まず、停電が発生すると、作動
流体の出力を自動的に停止させる（Ｓ９０１）。そして、付勢部材３０により基板支持部
材１０ａを駆動し、基板ホルダ３の下方へ基板支持部材１０ａを移動させる（Ｓ９０２）
。基板ホルダ３が自重により下降し、基板支持部材１０ａが基板１５を受け止める（Ｓ９
０３）。
【００９０】
　また、停電以外の場合に静電吸着力が基板保持力を下回っているときは（図９のＢ）、
付勢部材３０又は駆動部１０ｂにより能動的に基板支持部材１０ａを落下防止位置に配置
させる。真空処理装置のコントローラは以下の処理を実行する。まず、吸着不良が発生し
たことを電流値に基づきコントローラが検出する（Ｓ９０４）。そしてコントローラが基
板支持部材を駆動させて（Ｓ９０５）、基板ホルダ３の下方へ配置し基板１５を受け止め
る（Ｓ９０６）。これにより、基板１５の落下をより確実に防止できる。
【００９１】
　落下防止センサとしては、例えば、静電吸着ホルダ５に吸着している基板１５の裏面側
に熱伝達用のガスを流す場合において、基板１５の裏面側の空間の圧力を測定するための
圧力センサを設け、圧力が所定値以下であることを検出するセンサが挙げられる。つまり
、基板１５が静電吸着ホルダ５に吸着されていないときは裏面側の空間からガスが漏れ出
し、所定圧力を維持できない状態となる。そのため、圧力センサが、所定圧力に達してい
ないことを検出することで、基板１５の吸着不良の検出ができる。第４の実施形態のコン
トローラは、圧力センサからの出力に基づき圧力が所定の閾値（所定の圧力）を下回ると
判定したときに、圧力センサは、基板１５が静電吸着ホルダ５に正常に吸着されていない
と判定し、駆動部１０ｂに基板支持部材１０ａを落下防止位置へ配置させる指令を出力す
る。この出力をコントローラが受信することでステップＳ９０４～Ｓ９０６の処理が実行
され、吸着不良等によるプロセス中の基板１５の落下をも防止することが可能になる。
【００９２】
　以上、本発明の好ましい実施形態を添付図面の参照により説明したが、本発明はかかる
実施形態に限定されるものではなく、請求の範囲の記載から把握される技術的範囲におい
て種々な形態に変更可能である。
【００９３】
　本願は、２００８年６月２０日提出の日本国特許出願特願２００８－１６１４７７を基
礎として優先権を主張するものであり、その記載内容の全てを、ここに援用する。
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